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企業の人的資源管理システムと業績の関係 :  

因果プロセスの実証的検討1,2

小　　林　　　　　裕

1.　はじめに

企業を始めとする組織の運営において人的資源管理（HRM）は重要な役割を果たしている。

HRM論はその役割に学問的な視点からアプローチしているが，なかでも企業の HRM施策

が業績に影響を及ぼすという基本的前提に立つのが戦略的人的資源管理論（SHRM）である。

そこでは，HRM施策と業績の関係についての理論的・実証的検討が積み重ねられ，多くの

知見が得られている（小林，2014b）。

それらの研究のなかで企業の業績に寄与するとされるのが，高業績労働施策群（HPWPs）

である。これらの施策群が従業員参加を促すシステム（HPWS）としてまとまりを持つとい

う考え方（加藤，2004 ; 小林，2015）からすると，「ハイ・インボルブメント」モデル（Lawler, 

1986）や「ハイ・コミットメント」モデル（Walton, 1985）も HPWSに含めて考えることが

できるが，文献レビューによれば，HPWPsの具体的な施策としては，奨励報酬，訓練，報

酬レベル，参加，選抜，内部昇進，人的資源管理計画，柔軟な仕事，業績評価，苦情処理手

続，チーム，情報共有，雇用保障など多様な施策が含まれており，HPWPsの構造や内容に

ついて一致した見方がなされているわけではない（Combs et al., 2006 ; Posthuma et al., 

2013）。ただ，メタ分析によれば，これらの施策と業績の間には .20の相関が見られ（Combs 

et al., 2006），両者には少なくとも弱い関係があるものと考えられる。

HRM施策と企業業績の関係が実証されていることを前提にした上で，SHRM論とりわけ

HPWPs研究において現在課題の一つとされるのが，両者の間の因果プロセスである（Wright 

& Gardner, 2003 ; Bowen & Ostroff, 2004 ; Allen & Wright, 2007 ; 小林，2014b）。HRM施策

と企業業績の関係がどのようなメカニズムで生じているかがわかっていないということで，

 1 調査にご協力いただきました企業の人事担当者および従業員の皆様に厚く御礼申し上げます。
 2  本研究は科研費（26380520）の助成を受けた。また，研究は東北学院大学大学院人間情報学研究科
研究倫理審査委員会の承認を受けた上で実施され，成果の一部は経営行動科学学会第 19回年次大会
（2016. 11. 6於明治大学）にて発表された。
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ブラックボックス問題とも呼ばれる。この問題は様々な側面を含むが，HRM施策と企業業

績の媒介変数の特定と因果の方向性の明確化という 2つの課題に分けることができるであろ

う。

まず，両者の媒介変数に関しては，すでにいくつかのモデルが提示されており，それらの

多くに共通するのは，従業員の知識・技能・能力（KSAs），動機づけ，それらを発揮する機

会，という 3つ（AMO）の要素である（Beer et al., 1984 ; Kopelman et al., 1990 ; Ostroff & 

Bowen, 2000 ; Delery & Shaw, 2001 ; Combs et al., 2006）。これらの要素は，資源ベースの観

点（RVB），行動アプローチ，職務設計論，参加的経営論などの理論的根拠を持っており，

実証研究のメタ分析によって HRMがこれらの媒介変数を通して業績に間接的な影響をもた

らすことも確認されている（Combs et al., 2006 ; Jiang et al., 2012）。

しかし，これらの媒介変数の影響の方向（正負）については考え方が一致しているわけで

はない。メタ分析の結果は，HRM施策が従業員に対してポジティブな影響をもたらし，そ

れが業績向上につながることを示唆しているが，労働過程論の立場からは，HPWPsが従業

員のストレス，労働強化，職務ストレインという犠牲の上に立って業績向上をもたらすとい

う指摘もなされている（Ramsay et al., 2000）。HPWPsの一種であるインボルブメント施策

の効果についても，HRM施策が従業員の満足感を高め，それが業績と正の関係を持つとい

う相互利益モデルだけでなく，インボルブメント施策が従業員のストレスの強化を通して業

績に正の効果をもたらすという葛藤モデル，さらにインボルブメント施策がストレスの高ま

りと不満足感をもたらし，それが正の業績への影響を弱めるという中和効果モデルも考えら

れ，実証データでも「ハイ・インボルブメント」経営が従業員の職務満足感にネガティブな

影響を与え，業績向上を抑制するという中和効果が見出されている（Wood et al., 2012）。

さらに，HRM施策と企業業績の媒介変数として従業員の能力や動機づけを想定する場合，

いわゆるレベル問題も関わってさらに多様なモデルが考えられる。つまり，HRM施策と企

業業績が組織レベル，従業員の能力や動機づけが個人レベルの概念であるとすると，異なる

レベルの概念間の影響をどのように想定するかが問題となる。組織業績は従業員個々人の業

績の単なる集積ではなく，従業員の能力・動機づけと業績の間の影響過程は個人レベルと集

合レベルでは異なっている（Ostroff & Bowen, 2000）。例えば，従業員の満足感と業績の関

係は個人レベルよりも集合レベルの方が強い（Ostroff, 1992）。このように，HRM施策と従

業員の能力・動機づけそして企業業績の相互の影響過程が，個人レベルと集合レベルで異な

るとすれば，因果モデルにもレベルの違いを導入することが考えられる（Ostroff & Bowen, 

2000）。以上の文献レビューによれば，HRM施策の測度と企業業績の測度の媒介変数の種

類についてはある程度合意があるものの，その影響の正負やレベルなどの点でまだ多様な見
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方が並存していると考えられる。

ブラックボックス問題のもう一つの側面である，HRM施策と企業業績の因果の方向性に

関しても多様な考え方がありうる。最も一般的かつ強力な理論的根拠を持つのは，HRM施

策が上記のような媒介変数を通じて企業業績に影響を与えるという方向での因果を想定する

見方であるが，逆方向の因果も考えられる（Wright et al., 2005）。逆方向の影響を説明する

理論的枠組みはないものの（Becker & Huselid, 2006），高業績の組織が余剰資源を持つため，

それを従業員との間で分かち合い，様々な参加施策を導入するという説明も可能であり，そ

れを示唆する実証研究も報告されている（Wright et al., 2005）。また，どちらか一方向だけ（逐

次モデル）ではなく，両方向（非逐次モデル）の因果を想定することも考えられる。HRM

施策から業績への影響だけでなく，業績から HRM施策へのフィードバックループを想定す

る循環的な考え方である（Wright et al., 2005 ; Combs et al., 2006）。組織現象一般の因果ルー

プによる説明の可能性はサイバネティクスの視点からも指摘されている（小林，2007）。

理論的には様々な可能性のある因果の方向性について，実証的な検討は十分なされていな

い（Wright et al., 2005 ; Becker & Huselid, 2006）。実証方法として最も適切なのは縦断的な

データの収集と分析であるが，文献レビューによれば因果の方向を確認できる研究デザイン

はほとんど用いられていない（Wright et al., 2005）。ただ，ごく限られた実証例では，ある

時点（t1）での HRMと事後（t2）の業績との相関が見られた一方，業績（t1）と HRM（t2）

との相関もみられたため，両方向の因果がありうると考えられ，さらに過去（t1）の業績で

統制すると，HRM（t2）と業績（t3）の相関は有意なレベルでなくなったことから両者の関

係が擬似的である可能性も指摘されている（Wright et al., 2005）。また，3年間の交差遅れデー

タの分析によると，HRM（t1）と業績（t2）の相関と業績（t1）と HRM（t2）の相関はど

ちらも有意であったが，2つの相関の強さには有意差が見られなかった（Massimino & 

Kopelman, 2012）。さらに，15年間の交差遅れデータに基づいた分析では業績（t1）と HRM

（t2）の間にのみ有意傾向の相関が見られた（小林，2015）。従業員の態度と企業業績の間の

因果関係についても実証研究は少なく，かつ結果も一致していない（Wright et al., 2005）。

また，業績から態度への（一般的なモデルとは逆の）因果関係を理論的に想定する立場やそ

れを支持するデータも見られる（Schneider et al., 2003）。これらの研究結果からすると，従

業員の態度を含め，HRM施策と業績の因果の方向性についてはさらに理論的・実証的に検

討する余地がある。

そこで，本研究では，Ostroff & Bowen（2000）および小林（2000 ;  2014a ;  2016）に準拠

して，HRMシステムと企業業績の因果関係についての仮説的モデル（図 1）を設定し，そ

れを検証するための調査を実施した。
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仮説的因果モデルではまず，HRMシステムとして「ハイ・インボルブメント」モデル

（Lawler, 1986など）に基づく施策群を設定した。これらの参加型施策群が企業業績を高め

るという報告は欧米ですでに多くなされ，日本でも施策と業績の間にポジティブな関係が一

定程度支持されている（小林，2015）ので，両者の因果プロセスを検討する上で前提となる

条件が得られていると考えられる。また，仮説モデルでは，HRMシステムと企業業績の媒

介変数として，従業員の HRM施策の知覚と向組織的認知・態度を想定している。前述の文

献レビューでは触れていないが，同一状況に対する人間の反応の個人差を状況の知覚・認知

過程の違いで説明しようとする考え方は心理学において伝統的・一般的であり，HRM施策

と企業業績の因果関係モデルでも風土概念として導入されている（e.g. Kopelman et al., 

1990 ; Ostroff & Bowen, 2000）。もう一つの媒介変数である向組織的認知・態度には，処遇

に対する公正知覚，仕事への動機づけ，組織コミットメント，職務満足感などが含まれ，そ

れらの概念間の相互作用や媒介過程も想定可能であるが，仮説的モデルでは向組織的認知・

態度の下位概念としてそれらを位置づけている。さらに，Ostroff & Bowen（2000）に準拠し，

これら 2つの媒介変数に個人と組織という二つのレベルを設定し，それぞれにおいて異なる

影響関係を想定している。そして，因果の方向としては，HRMシステムから業績へという

一方向ではなく，業績から HRMシステムへという逆方向の因果も想定した。前述のように，

逆方向の因果には理論的な根拠はないものの，先行研究でその可能性が示唆されており，小

林（2015 ; 2016）を含むこれまでのモデル検証でも非逐次（循環的）因果モデルの適合度

が高いことが確認されている。

仮説的モデルの検証のための調査は，まず HRM施策と一部の業績指標（他は調査会社デー

タベースを利用）の測定のため企業を対象として実施され，対象企業中協力の得られた一部

図 1.　仮説的因果モデル
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の企業で媒介変数測定のための従業員調査が行われた。HRM施策，業績，媒介変数をそれ

ぞれ別の情報源から得ているので，共通の方法によるバイアスは避けられているものの，企

業と従業員それぞれ 1時点（後者の調査の方が半年ほど遅い）での調査なので因果モデルの

検証方法としては限界がある。そこで，データ分析では，まず HRMシステムのタイプ別に

従業員の認知・態度，企業業績を比較した上で，マルチレベル構造方程式モデル分析によっ

て因果モデルの検証を行った。また，同じデータを用いた分析（小林，2016）の問題点を再

検討し，因果モデルを単純化させた上でデータに即した測定モデルを探索し採用する，とい

う修正を行った。

2.　調査の方法

1）　企業調査

（1）対象企業と手続き : 調査対象は，東京商工リサーチの企業データベース（2014年 11

月現在）に収録された東北地方（宮城，山形，岩手の 3県）の従業員数上位 912企業であっ

た。各企業の人事担当者宛に 2014年 11月および 2015年 1月の 2回に分けて質問紙を送付し，

郵送にて回収した。2015年 2月末までに回収されたもののうち，243通を有効とした（有効

回収率 26.6%）。有効回答企業の業種は，卸小売業 24.3%，製造業 20.5%，サービス業およ

び建設業がそれぞれ 13.0%などであった。有効回答企業のプロフィール（平均値）は，資

本金 360百万円，2014年 11月現在の正規従業員数 246.6人，離職者数（定年を除く ; 2013

年度）10.4人，労働組合のある企業は 35.7%であった。質問紙への回答に基づく売上高の

平均は 11,661百万円，利益の平均は 216百万円であった。

（2）質問紙 : 会社の概要・業績（業種，2010年度と 2013年度の売上高と純利益，2014

年 11月現在の正規および非正規従業員数，2013年度の定年退職を除く離職者数，労働組合

の有無），東日本大震災による被害の有無，被害の種類，震災前後の事業活動・従業員数・

HRM施策の変化，HRMの今後の課題，日本的 HRMポリシー，「ハイ・インボルブメント」

HRM施策についてたずねた。このうち「ハイ・インボルブメント」HRM施策は，報酬（11

項目），教育訓練（6項目），権限委譲（7項目），情報共有（5項目）という 4領域の参加型

施策の適用対象となる従業員の割合（%）を 7段階で回答してもらった（詳細は小林（2015）

参照）。

2）　従業員調査

（1）対象者と手続き : 企業調査に回答した 243社のうち従業員調査への協力が得られた
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25社に従業員用質問紙の配布を依頼し，回答済みの質問紙を従業員自身から研究室宛に返

送してもらった。2015年 7月までに回収された 490通のうち所属企業不明などの場合を除

く 24社 454人分（1社当たり 6～ 57人，平均約 19人）を有効回答とした。有効回答者の

内訳（不明・無回答の %を除く）をみると，性別は男子 65.9%，女子 34.1%，年代は 10代

～ 20代 19.8%，30代 25.3%，40代 26.7%，50代 23.4%，60代以上 4.6%，最終学歴は中学 1.1%， 

高校 48.0%，短大・高専 15.9%，大学・大学院 34.4%，未婚・既婚の別は，未婚 36.3%， 既

婚（子供なし）9.3%， 既婚（子供あり）54.4%，転職歴は，あり 42.1%，なし 57.5%，勤続

年数は，5年未満 18.7%，5年～ 10年未満 22.1%，10年～ 15年未満 11.1%，15年～ 20年

未満 12.2%，20年以上 34.5%，仕事の内容は，製造・技能 21.6%，事務 27.8%，サービス・

販売・営業 30.6%，技術・開発・研究 5.1%，管理 7.7%，その他 5.3%，勤務形態は，日勤

88.3%，交替制 11.7%，従業員区分は，正規社員 98.2%，非正規社員（臨時・パート等）1.3%，

職位は，一般社員 56.4%，主任・係長クラス 23.1%，課長クラス 15.2%，部長クラス以上 3.5%，

その他 1.8%，労働組合の加入割合は 37.9%であった。

（2）質問紙 : 回答者の属性（性別，年代，学歴，未婚・既婚の別，転職歴，勤続年数，仕

事の内容，勤務形態，従業員区分，職位，労働組合の加入の有無），HRM施策についての

知覚，公正知覚，職務満足感，仕事への動機づけ，組織コミットメントなどについて尋ねた

（詳細は別添資料参照）。HRM知覚，公正知覚および職務態度については，「まったく違う」

～「まったくその通り」の 7段階で評定してもらった。

3）データの分析方法

（1）　HRMシステムのタイプ間の比較分析

まず，企業調査の回答企業のうち正規従業員 100人以上の 188社について，4つの HRM

施策領域毎に行った因子分析で得られたそれぞれの第 1因子の因子得点に基づいてクラスタ

分析を行い，HRMシステムのタイプ分類を行った。その結果，4領域すべての施策の利用

度の高い「高参加型」，報酬施策以外高い「知識・権限・情報型」，教育訓練・権限委譲施策

の利用度の高い「知識・権限型」，すべての施策の利用度の低い「低参加型」の 4タイプに

分類された（詳細は，小林（2015）参照）。次に，従業員調査の回答のうち，HRM施策に

ついての知覚（12項目），公正知覚（6項目），職務満足感（5項目），仕事への動機づけ（7

項目），組織コミットメント（5項目），それぞれについて探索的因子分析（主因子法・バリマッ

クス回転）を行い，抽出された因子にもとづいて下位尺度を構成し，信頼性分析を行った。

HRM知覚は第 1因子（参加主義）8項目（a =.86），第 2因子（業績主義）2項目（a =.51），

公正知覚は第 1因子（手続き的公正）3項目（a =.76），第 2因子（分配公正）2項目（a =.84），
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職務満足感は第 1因子 4項目（a =.85），仕事への動機づけは第 1因子 7項目（a =.89），組

織コミットメントは第 1因子（存続）2項目（a =.85），第 2因子（情緒）3項目（a =.69）

で尺度を構成した。業績指標は，離職率（離職者数÷正規従業員数），従業員 1人当りの売

上高（以下，売上高/人），売上高利益率（税引き後利益÷売上高）を用いた。HRMシステ

ムのタイプによって，従業員の HRM知覚，公正知覚，職務満足感，仕事への動機づけ，組

織コミットメント，企業業績が異なるかを一元配置分散分析で検討した。

（2）　仮説的因果モデルのマルチレベル分析

企業調査の質問紙の HRM施策領域の合計 29項目について探索的因子分析を行い，さら

に確認的因子分析によって二次因子モデル（一次因子 : 報酬，知識，直接的権限委譲，間接

的権限委譲，情報，二次因子 : 参加型 HRM）の検証を行った。その結果適合度は高くなかっ

たが（CFI=.836 ; RMSEA=.127），このモデルに従って HRM施策の参加度の測度となる構

成概念得点を算出した。HRM施策知覚に関する 12項目についても同様の手続きで，二次

因子モデル（一次因子 : 参加主義と業績主義，二次因子 : 参加的 HRM知覚）の検証を行い

（CFI=.900 ; RMSEA=.087），HRM施策の参加度知覚の測度となる構成概念得点を算出した。

さらに，公正知覚，職務満足感，仕事への動機づけ，組織コミットメントの合計 23項目に

ついても同様の手続きで，二次因子モデル（一次因子 : 公正知覚，向組織的態度，二次因子 :  

向組織的認知・態度）の確認的因子分析を行ったところ，適合度は高くなかったが（CFI= 

.854 ; RMSEA=.118），このモデルに従って向組織的認知・態度の測度となる構成概念得点

を算出した。次に，二次因子分析を基に算出された参加型 HRM，HRM知覚，向組織的認知・

態度の各構成概念得点について相関を算出した。さらに，組織レベルの観測変数である参加

型 HRMと業績指標については，企業の資本金，操業年数，業種を統制変数とし，個人レベ

ルの観測変数である参加的 HRM知覚と向組織的認知・態度については，従業員の性別，年

代，職位を統制変数として残差を算出し，それに基づいて参加的 HRM知覚と向組織的認知・

態度の各得点の級内相関を確認した上で，Mplus ver.7によるマルチレベル構造方程式モデ

ル分析を行った。

3.　結果と考察

1）　HRMシステムのタイプ間の比較

HRMの 4領域における参加度の組み合わせで分類されたHRMシステムの 4タイプによっ

て，従業員の HRM知覚，公正知覚，職務満足感，仕事への動機づけ，組織コミットメント，

企業業績が異なるかを一元配置分散分析で検討した結果，すべての変数において 4タイプ間



東北学院大学教養学部論集　第 177号

28

表
1.
　

H
R

M
シ
ス
テ
ム
タ
イ
プ
別
の
従
業
員
の
知
覚
・
態
度
お
よ
び
企
業
業
績

H
R

M
シ
ス
テ
ム
の
タ
イ
プ

 
（
企
業
数
）　
　

H
R

M
知
覚

公
正
知
覚

職
務
態
度

企
業
業
績

参
加
主
義

業
績
主
義

分
配
結
果

 
の
公
正

手
続
き
的

 
公
正

職
務

 
満
足
感

仕
事
へ
の

 
動
機
づ
け
存
続
的
組
織

 
コ
ミ
ッ
ト

 
メ
ン
ト

情
緒
的
組
織

 
コ
ミ
ッ
ト

 
メ
ン
ト

離
職
率

 
（

%
）

売
上
高

 
利
益
率

 
（

%
）

売
上
高

/  
人
（
百
万

 
円
）

知
識
・
権
限
・
情
報
型
（

8）
3.

92
4.

17
4.

17
4.

13
4.

42
3.

96
3.

91
3.

89
2.

40
5.

60
46

.6
0

高
参
加
型
（

4）
4.

30
4.

57
4.

36
4.

40
4.

79
4.

49
4.

39
4.

38
3.

98
4.

50
71

.9
3

低
参
加
型
（

5）
3.

83
4.

28
4.

06
4.

13
4.

44
4.

09
3.

84
3.

86
3.

35
2.

28
64

.5
9

知
識
・
権
限
型
（

4）
3.

46
3.

85
3.

95
3.

92
4.

22
3.

89
3.

67
3.

66
4.

51
7.

16
19

.6
6

タ
イ
プ
間
の
差

＊＊
＊＊

＊
＊

＊＊
＊＊

＊＊
＊＊

＊＊
＊＊

＊＊

　
　
＊

p<
.0

5　
＊
＊
p<

.0
1

　
　（
注
）

H
R

M
知
覚
，
公
正
知
覚
，
職
務
態
度
は
，
尺
度
値
（
最
小

1
～
最
大

7）
の
平
均
。
数
値
間
の
線
は
タ
イ
プ
間
の
有
意
差
（

p 
<

 .0
5）
を
示
す
。



企業の人的資源管理システムと業績の関係 : 因果プロセスの実証的検討

29

に有意な差が見られた（表 1）。

そこで，多重比較に基づいてタイプ間の差および等質的なグループを確認したところ，

HRM知覚については，参加主義的傾向（意見聴取，決定への参加，技術情報の開示，能力

訓練の機会等についての知覚）が，高参加型 ＞ 知識・権限・情報型 ≒ 低参加型 ＞ 知識・

権限型 の順で強く知覚され，業績主義的傾向（能力・業績に基づく評価，業績に基づく給

与等に関する知覚）についても，同様の違いが見られた。

公正知覚のうち，分配公正（給与や評価などの報酬分配の結果についての公正），手続き

的公正（分配やその決定がなされるまでの過程についての公正）は，どちらも高参加型 ＞ 

知識・権限・情報型 ≒ 低参加型 ＞ 知識・権限型 の順に強く知覚されていた。

職務満足感の高さは，高参加型 ＞ 知識・権限・情報型 ≒ 低参加型 ＞ 知識・権限型 の順

であったが，仕事への動機づけについては，高参加型がそれ以外の型よりも高かった。組織

コミットメントのうち，存続的組織コミットメント（会社との関係を続けたいという意志）

も情緒的コミットメント（会社への一体感や貢献意欲）も高参加型が高く，それ以外の 3つ

の型との間に差が見られた。

企業業績を HRMシステムの 4タイプで比較したところ，売上高/人は従業員の公正知覚

や職務態度と同じようなパターンで，高参加型 ＞ 知識・権限・情報型 ≒ 低参加型 ＞ 知識・

権限型 の順であったが，売上高利益率は，知識・権限型 ＞ 知識・権限・情報型 ≒ 高参加

型 ＞ 低参加型の順，離職率は，知識・権限・情報型が低く，それ以外との間に差が見られた。

2）　仮説的因果モデルのマルチレベル分析

まず，モデルに含まれる変数の相関を確認したところ（表 2），組織レベルの観測変数同

士（参加型 HRM，業績指標），個人レベルの観測変数同士（参加的 HRM知覚，向組織的認

知・態度）の間には一定程度有意な関係が見られたが，異なるレベルの観測変数の間には有

表 2.　観測変数間の相関（N=454）

変数 平均 SD 1 2 3 4 5 6

1 参加型 HRM .109 .622 　－
2 参加的 HRM知覚 .003 .898 　.151＊＊ 　－
3 向組織的認知・態度 －.002 .826 　.069  　.614＊＊ 　－
4 離職率 .037 .038 －.246＊＊ －.032  －.012  　－
5 売上高 /人 3.609 .978 －.284＊＊ 　.012  　.057  　.314＊＊ 　－
6 売上高利益率 .025 .031 　.326＊＊ 　.138＊＊ 　.151＊＊ －.579＊＊ －.089† －

† p<.10　＊p<.05　＊＊p<.01
（注）　 参加型 HRM，参加的 HRM知覚，向組織的認知・態度は，構成概念得点。離職率，売上

高 /人は対数変換値。
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意な関係が一部しか見られなかった。

次に，個人と組織という 2つのレベルで因果プロセスを想定することに意味や必要性があ

るかを確認するため，2つのレベルにまたがる変数として扱った参加的 HRM知覚，向組織

的認知・態度について，級内相関（ICC（1））を算出した。その結果，参加的 HRM知覚は .199

から .227，向組織的認知・態度は .125から .148の値となり，どちらも .1を超え，かつ有意

なレベルに達しており，デザインイフェクト（大谷，2014）の値も 2を超えていた。これら

の結果は，個人レベルで測定された 2つの変数の値が，同一企業に所属するメンバー間で類

似しており，集合的 HRM知覚，集合的認知・態度がメンバー間で共有されていることを示

しており，マルチレベル分析を行う意味と必要性があると判断された。

そこで，3つの業績指標ごとに仮説的因果モデルについてマルチレベル構造方程式モデル

分析を行ったところ，離職率については適合度が高かったものの（CFI=1.000 ;  

RMSEA=.000）， 売 上 高/人（CFI=.975 ; RMSEA=.080）， 売 上 高 利 益 率（CFI=.987 ;  

RMSEA=.070）については十分とはいえず，また，どの業績指標でも従業員の参加的 HRM

知覚と認知・態度の間以外に有意なパスが見られなかった。そこで，仮説的因果モデルに 2

つのパス（集合的 HRM知覚→企業業績，参加型 HRM→集合的認知・態度）を加えたモデ

ル修正を行ったところ，離職率（CFI=1.000 ; RMSEA=.000），売上高/人（CFI=1.000 ;  

RMSEA=.000），売上高利益率（CFI=.991 ; RMSEA=.000）とも十分な適合を示し，有意な

パスも増えたため，修正モデルを採用した（表 3）。

表 3.　マルチレベル分析の結果（N=454）

パス

業績指標

離職率 売上高 /人 売上高利益率

推定値 p 推定値 p 推定値 p

組織レベル
　参加型 HRM　 →→→→→　 集合的 HRM知覚 .279 .058† .208 .195 .181 .272

　参加型 HRM　→→→→→　  集合的認知・態度 －.063 .278 －.061 .328 －.107 .060†

　集合的 HRM知覚　→→→    集合的認知・態度 .841 .000＊＊＊ .854 .000＊＊＊ .797 .000＊＊＊

　集合的 HRM知覚　→→→→→→→    企業業績 10.460 .287 －13.297 .325 －6.605 .055†

　企業業績　→→→→→→→→→　  参加型 HRM －.981 .003＊＊ 1.036 .000＊＊＊ 1.149 .003＊＊

　集合的認知・態度　→→→→→→→  企業業績 －11.040 .380 15.448 .363 8.639 .048＊

個人レベル
　個人的 HRM知覚　→→→　個人的認知・態度 .576 .000＊＊＊ .575 .000＊＊＊ .579 .000＊＊＊

適合度指標

　CFI 1.000 1.000 .991

　RMSEA  .000  .000 .000

　　† p<.10　＊p<.05　＊＊p<.01　＊＊＊p<.001
　　（注）　推定値は非標準化解
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修正モデルでどの業績指標についても有意なパスが見られたのは企業業績と HRM施策の

間であり，これは HRM施策から企業業績への方向とは逆の因果プロセスの存在を意味する。

また，このパスは業績の向上が参加型 HRM施策の採用を促すという影響で，企業が高業績

から得た余剰資源を参加施策の利用に向ける可能性を示唆する。

さらに，どの業績指標でも参加的 HRM知覚が向組織的認知・態度を高めるという影響が

個人レベルでも集合レベルでも確認された。また，その影響が集合レベルでより強いことも

示唆されたことから，マルチレベルの因果プロセスを想定することの意義が十分あると考え

られる。

他方，HRM施策と従業員の HRM知覚，認知・態度との間，後者と企業業績との間にも

有意または有意傾向のパスが一部に見られたことから，HRM施策と企業業績を従業員の認

知態度が媒介するという効果は部分的に支持されたが，異なる業績指標での安定した媒介効

果は見られなかった。特に従業員の認知態度がより直接的に影響すると予想される離職率や

売上高/人よりも売上高利益率において媒介効果が見られ，かつネガティブな影響も示唆さ

れたことは理論的な説明が難しい。ただし，HRMと企業業績の関係に関するメタ分析（Combs 

et al., 2006）では，業績指標によって関係の大きさに違いが見られず，その理由として上記

のような業績から HRM施策へのフィードバックループの効果が指摘されているので，今後

このような結果の生じる可能性について，さらに検討する必要があるであろう。

3）　総合的考察

HRMシステムのタイプによって従業員の認知・態度および企業業績が異なるという前半

の分析結果は，HRMシステムが従業員の認知・態度を媒介して企業業績に影響し，かつ業

績がHRMシステムにフィードバックされるという仮説的因果モデルと整合的である。また，

参加的 HRM施策を多く利用している企業では従業員からも参加的であると知覚され，公正

性や職務態度もポジティブであり，一部の指標を除き業績も高い，という結果は，「ハイ・

インボルブメント」モデルが日本企業でも有効であることを示唆する。

ただし，全ての施策領域で参加度の高い HRMシステムが常に優位ではなく，全ての施策

領域で参加度の低い HRMシステムが常に劣位ではないので，参加的 HRM施策群の効果が

単純加算的ではないことも示している。そして，HRM施策の束としての相互補完的な効果が，

このモデルで想定されているのとは別の形で存在する可能性も示唆する。また，前半のデー

タ分析では，同一企業内での従業員の認知・態度の類似性（非独立性）を考慮した方法がと

られておらず，HRMシステム以外の要因が結果に影響する可能性も排除されていない点で

因果モデルの検証方法としては限界がある。
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その点で後半のデータ分析は，統制変数を導入し，かつマルチレベルで因果モデルを直接

検証する方法を用いており，その結果からも一部を除き修正版の仮説的因果モデルが支持さ

れたことは，このモデルの妥当性を示すものと考えられる。特に，モデルのなかで明確に支

持されたのは，HRM施策についての従業員の知覚が公正知覚や向組織的態度に集合・個人

の両レベルで影響し，企業業績が HRM施策に逆方向に影響するというプロセスである。こ

の結果から，因果プロセスをマルチレベルでかつ両方向で想定する必要性が確認されたと考

えられる。

他方，仮説的因果モデルで部分的な支持に留まったのが，HRM施策から従業員の知覚・

態度への影響，そこから企業業績へ影響という 2種類の影響，つまり HRM施策と企業業績

を従業員の知覚・態度が媒介するという因果プロセスである。このような結果になった方法

的な問題としては，企業サンプルの少なさ，企業レベル変数の分散の小ささと偏りが考えら

れる。企業調査の段階では対象サンプルは一定の地域・規模の企業の全数であったが，その

うちの回答企業，さらにそこから従業員調査協力企業という絞り込みの過程で，マルチレベ

ル分析の対象が 24社に減少しただけでなく，対象企業に偏りや類似性が生じ，選択バイア

スが生じた可能性がある。特に，階層構造データの分析は，集団の人数の多さ，集団の数の

多さ，集団の多様性という基本的な，しかし実現は容易でないデータの収集が条件である（井

手，2009）ので，今後はそのような条件を満たすべく，調査対象の拡大，サンプル抽出方法

の改善などが課題となると考えられる。

理論的な課題については，因果モデルのさらなる精緻化が必要である。本研究では，上記

のような方法的な限界を踏まえて単純なモデル構成に留めたが，さらに複雑な媒介過程を想

定すべきかもしれない。たとえば，今回は従業員の HRM知覚も認知・態度も二次因子モデ

ルを採用したが，データへの適合は十分ではなく，既存の概念（例えば，公正知覚）との対

応も曖昧になったことからすれば，一次因子を直列または並列に媒介過程に含めるという修

正が考えられる。また，AMOモデルのように，従業員の動機づけだけでなく，知識・技能・

能力，それらを発揮する機会，意思決定・コミュニケーションなども媒介過程に含まれるべ

きであろう。そして，それらの過程には HRMが従業員にポジティブな影響を与えるという

想定だけでなく，従業員のストレス（Ramsay et al., 2000）や破壊的コミュニケーション（Sagie 

and Koslowsky, 1999）といったネガティブな影響も含めることも検討すべきであろう。実際

に，今回の修正モデルで追加したパスが一部有意かつマイナスであったことは，従業員の動

機づけ以外の媒介過程の存在だけでなく，それがネガティブな影響をもたらしている可能性

を示唆する。企業業績から従業員の態度への逆向きの影響プロセスを含めて，因果モデルの

精緻化と実証的検証が今後さらに求められる。
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